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1.   産業別年間賞与のモデル

労働省労政局調べの民間主要企業の産業別賞与支給額(夏季,年末合計)の動きを,当該産業の前年の支給額と製造業1人当
り純利益額(「主要企業経営分析」,前年度下期と当年度上期の1人当り純利益額の平均)によって回帰させた結果は第1
表の通りである。

説明変数に当該産業の前年支給額を用いたのは企業や労働組合にとって前年の支給額ないし基準賃金に対する支給率が
支給額を決める交渉にあたって1つの目安となると考えられるからである。また,春闘賃上げ額にみられる相場化,平準化
の動きが賞与についてもみられ,支給額の産業間の分散が小さくなってきていることに留意し,景気動向を表わす収益要因
としては,製造業1人当り純利益額を各産業共通に用いた。

モデルの計測結果は印刷,車輛で純利益額の係数が不安定(t値が小さい)であるほかは概ね良好な計測結果となっており,重
相関係数は高く,標準誤差も小さい。比較的あてはまりの悪い機械金属でも標準誤差は270百円程度である。

回帰係数を産業別に比較すると,前年支給額の係数は,各産業ともほぼ1前後にそろっており,前年支給額が賞与支給額を決
めるさいの目安として下支え的役割をはたしていることがわかる。一方,純利益額の係数は産業によって差がみられ,化
学,鉄鋼,電機などでは純利益額の係数が1を上回っているのに対して,印刷,車輛などではこの係数が小さい。

2つの説明変数のうち収益要因(製造業1人当り純利益額)が賞与支給額(被説明変数)の決定にどの程度寄与しているかを産
業別にみるために,各産業の製造業1人当り純利益額の係数に製造業1人当り純利益額(計測期間の平均値)を乗じた値の,各
産業の賞与支給額(計測期間の平均値)に対する割合を計算すると,化学,鉄鋼,電機などではこの収益要因の寄与率が30～
40％と大きいのに対して,印刷,車輛などではこの寄与率は10％未満と小さい(調査対象企業平均の収益要因の寄与率は約
20％)。

これは化学,鉄鋼,電機などでは業況が一般景気の動向と密接な関連を持っているとともに,これらの産業の賞与が収益配
分的性格を濃厚に持っているのに対して,印刷,車輛などでは景気動向による影響の受け方が他産業に跛行するために,世
間相場を重視しにくい面があることによるものとみられる。印刷,車輛でも自産業の収益指標を説明変数に用いると,係数
は不安定(t値は小さい)であるものの係数自体は幾分大きくなる。

なお,モデルの計測期間は37～48年の10年間で,計測に用いたデータは第2表に示した。

第1表 産業別年間賞与の計測
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第2表 モデルの計測に使用したデータ
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2.   マルコフ過程による人口移動の分析
1.   人口移動モデル

数式

第1表の1 地域間流動表
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第1表の2 地域間流動表
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以上は2地域の場合について考察したが,地域数をふやしても同様で,地域数iの移動モデル(自然増減は考慮
しない)は次式で表わされる。

数式
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地域別の人口分布を考察するうえでは,社会的要因(移動による人口変動)が出生率や死亡率の差にもとづ
く増減よりも本質的に重要である。なぜなら,人口の地域間移動は主として若年層で実現するために,若年
層の移動は同時に人口出産力そのものの移動をも意味しており,将来の人口分布に大きく寄与するからで
ある。

さらに,このように社会的要因のみをとり出すと,Aマトリックスの各列和は1に等しくなっており,通常の
マルコフ過程の遷移確率行列とみなすことができるので,Aの特性(固有値)を数学的に解明することによっ
て人口移動の特徴を容易に把握することができる。すなわち,遷移確率行列Aの固有ベクトルは現在の移
動状況が無限に続いた場合の地域別人口分布を示しており,これによって現在進行している地域間移動の
方向とその度合を知ることができる。
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2.   マルコフ過程による人口移動の分析
2.   地域間移動の計測

地域間の移動状況を示した統計には総理府統計局「国勢調査」,同「就業構造基本調査」などがあるが,こ
こでは「就業構造基本調査」を特別集計したものによって15歳以上人口の地域間流動表を得た(第1表)。

地域間流動表は前年の居住地と本年の居住地をクロス表にしたもので,たとえば,46年の地域間流動表の北
海道の欄を縦にみると,前年北海道に居た38,313百人のうち,38,061百人は本年も北海道に居住しているが,
残りは他地域に流出しており,その流出先は東北76百人,関東375百人,南九州9百人などとなっていること
がわかる。

この地域間流動表の各地域の縦計すなわち前年の15歳以上人口(死亡者を除く前年14歳であった者を含
む)で,各地域への流出者数を割ることによって流出率表(Aマトリックス)が得られる。

このAマトリックスの固有ベクトルをlimAnX0の終局値として計算(n→=100まで計算)した結果を全国を
100にした分布の形で示したのが本文中の第52図(p.99)である。表は46年の就業構造基本調査データから
計算した終局値とともに43年の同調査のデータから計算した終局値および46年の実績値を載げた。

ここで終局値の意味するところは,流出マトリックスの構造がどのような地域分布を指向しているかを示
している。すなわち,46年の地域間流動の状況は関東Iに全国人口の30.9％が集中し,近畿Iに15.6％,東海に
12.2％が集中する方向にあることを示している。それは46年現在の地域分布よりもさらに3大地域への集
中がすすむことをあらわしている。

43年データの終局値と46年データの終局値を比較すると,両者はよく類似しているものの,3大地域への集
中の度合は,わずかではあるが,46年データの終局値のほうが小さい。これはUターン現象などにより流出
マトリックスの構造(移動パターン)が43年から46年にかけて変化していることによるものとみられる。
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3.   地域別勤労者福祉指標
1.   地域別勤労者福祉指標とその考え方

地域別勤労者福祉指標の体系は,第1表のように45年の白書において採用された全国指標の体系に準拠し
ており,地域別数値の得られない若干の個別指標については代理指標心な新しい尺度を採用している。

指標体系の考え方としては,勤労者の生活に関係の深い項目を総合的に把握することを主眼とし,大カテゴ
リーとして1)雇用環境,2)労働環境,3)所得資産および4)私的生活環境の4項目が設けられている。雇用環境
は,1)就業に必要な技能,能力を高める条件が整備されているか(能力開発),2)就業の機会が十分に与えられ
ているか(雇用機会),3)失業の不安はないか(雇用の安定)をその内容としている。労働環境は,1)職場の作業
環境はよいか(安全衛生),2)提供する労働の量はどうか(労働時間),3)労使関係は安定しているか(労使関係
の安定),4)就業できない場合の所得医療の保障があるか(所得医療保障)によって構成されている。所得資
産は,1)生活の源資となる賃金と2)貯蓄,住宅を含めた資産とからなっている。また,私的生活環境では,職場
を離れた生活の条件として1)住居・通勤環境,2)健康・安全を保持する条件,3)余暇とその活用を取り上げ
ている。

これらの各項目(カテゴリー)は,それぞれその量的側面,質的側面を示す量的指標,質的指標を組み合わせる
ことにより表現されている。各カテゴリーの指数値の計算にあたっては,まず最初に個別指標の原系列を
昭和45年全国平均=100として指標化し,ついで各カテゴリー内の量的指標,質的指標のそれぞれの幾何平
均を求め,その幾何平均によって各カテゴリーの指数値を算出した。なお,個別指標のうちには原系列の数
値の低下が改善を示すいわゆるマイナス指標が含まれているが,それらについては指数値の上昇が改善度
の向上を示すように逆数によって指数化している。個別指標の原系列および指数値の推計は都道府県別
に行なった。ブロック別の指数値は,都道府県別指数を45年の都道府県別雇用者数(国勢調査による)のウ
エイトで総合したものである。

第1表 地域別勤労者福祉指標の体系
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第2表 地域別福祉指標試算値
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3.   地域別勤労者福祉指標
2.   地域別にみた福祉水準とその変化

前項に述べた指標体系に基づいてブロック別に各カテゴリー,各アイテムの指数値を試算してみやと,第2
表,第3表のような結果が得られる。これによって地域別の福祉水準の動きをみることにしよう。
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3.   地域別勤労者福祉指標
2.   地域別にみた福祉水準とその変化
(1)   地域格差の動き

まず,各カテゴリーの地域格差をみてみよう。45年指数値の最高,最低を比較する形でみると,地域格差の大
きいカテゴリーは,C3雇用の安定,C2雇用機会,C4安全衛生,C6労使関係などであり,逆に,Cl能力開発,C12余
暇,C8所得などの格差は相対的に小さくなっている。また,35～45年の間の変化をみると,C3雇用の安定,C2
雇用機会の格差がかなり拡大しているのに対し,C6労使関係の安定,C12余暇の格差はかなり縮小してい
る。これらの状況を各カテゴリーを構成する個別指標についてみたのが第4表である。ここでは都道府県
別の指数値を用いて35年,45年の個別指標の変動係数(標準偏差/平均値。ただし,この計算には都道府県別
数値をウエイトづけせずに用いた。)を算出した。これによると,1)雇用環境に属するi12失業保険支給終
了者数比率,19求人倍率,i11失業保険受給資格決定率などの変動係数が大きく,また35～45年で増大してお
り,格差が拡大していること,2)C6労使関係の安定に属するi21労働争議参加率,i22労働争議損失日数の変動
係数はかなり大きいが,45年には35年より大幅に低下していること,3)所得資産では,i33金融資産現在
高,i34金融資産現在高対年収比,i31賃金水準の変動係数がかなり低下していること,4)私的生活環境では
i43交通事故死傷者数,i47テレビ普及率の変動係数がかなり低下していることなどが特徴として指摘でき
る。ただし,i43交通事故死傷者薮については,全般に35～45年にかげて指数値が低下しているので,変動係
数の低下は環境悪化が一般化したことを意味することになる。
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3.   地域別勤労者福祉指標
2.   地域別にみた福祉水準とその変化
(2)   ブロック別比較

つぎに各ブロック間の比較を試みよう。ブロック別のカテゴリー指数値には,各ブロックの産業構造,就業構造や地域
環境の違いが当然に反映することになるが,大きく分けて考えるとすれば,東京,名古屋,大阪をそれぞれ中心とした大
都市圏とその他の地域とでは工業化の程度や人口集中による都市化の進行状況などにかなりの違いがあると考えら
れる。そこで,試みに東北と東京を含む南関東とについて各カテリゴーごとに比較してみると次のような点が指摘さ
れる。

イ,雇用環境では,雇用機会に大きな格差がみられるほか,能力開発では東北の方がやや上回る形になっている。
これには,学生数・教員数比率など質的指標において南関東は教育のマスプロ化などの影響もあって水準が低
くなっていることを反映しており,教育訓練の機会を示す量的指標では南関東は全国で最も高い水準を示して
いる。なお,雇用の安定は東北が南関東より著しく低く,これには東北において季節労働著などの失業保険受給
者が多いことが反映しているどみられる。 

ロ,労働環境では,総じて差は小さいが,安全衛生で南関東が高く,労働時間で東北がやや高くなっている。労働時
間では総時間数にはあまり差はないが質的指標としている所定外労働時間の割合が南関東はかなり高くなって
いることが影響している。なお労使関係の安定は,東北が労働争議参加率,労働争議損失日数が低いため南関東
より高い水準になっている。 

ハ所得資産では,所得で南関東がやや高く,資産はほぼ同水準となっている。所得では,賃金水準,規模別賃金格差
とも南関東が高い。資産では,金融資産で南関東が高く,実物資産としての住宅では持家比率,持家スペースとも
東北が高くなっており,これらが相殺し合って資産全体としてほぼ同じ水準になっている。 

ニ,私的生活環境では,住居通勤で東北が高く,余暇で南関東が高い。住居通勤については,南関東では上下水道普
及率で代表されるような都市的生活条件が比較的整っている反面,都市の過密化に伴って住宅難,通勤難など住
居通勤事情の改善がすすんでいないことが反映している。また余暇では,教養娯楽費支出,書籍販売額など余暇
活動の内容を示す指標で南関東が東北を上回っている。なお,健康安全では南関東が東北よりやや高い水準に
あるが,その内容をみると,南関東は保健医療支出が多い反面,50歳未満の死亡率は低いこと,交通事故死傷者数
(人口千人当り)は南関東が多いのに対し,交通事故による死亡の割合は東北が多いなど指標によって傾向が様様
な形になっている。 

ホ,以上は,45年時点における比較であるが,35～45年の変化をみると,雇用機会,雇用の安定で南関東と東北との
格差が拡大しているのに対し,労使関係,資産,余暇などでは35年時点で低い水準にあった東北の上昇率が南関東
を上回っており,格差縮小の傾向がふられる。 

以上のように,南関東と東北とについて比較したところは,大都市地域を含む東海,京阪神とその他の地域の比較にも
ほぼ同様にあてはまると考えられる。ちなみに,京阪神と南九州とを比較してみると同様なことがいえる。

これらのほか,全ブロックの45年時点の各カテゴリーの水準を概観すると,1)南関東,京阪神の所得水準が高いこと,2)
東海,南関東,京阪神,近畿で雇用機会,雇用の安定の水準が高い反面,北海道,東北,四国,九州などでこれらの水準が低い
こと,3)北関東,近畿,山陽,四国などで安全衛生がやや低い水準にあることが指摘できる。

第3表 地域別個別指標試算値
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第4表 都道府県別指数による個別指標変動係数
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3.   地域別勤労者福祉指標
2.   地域別にみた福祉水準とその変化
(2)   ブロック別比較
(参考)個別指標の推計方法

個別指標の原系列の推計に用いた資料の出所および推計方法は以下のとおりである。 

I   雇用環境 

C1   能力開発

i1 高校進学率,i2 高校生徒数教・教員数比率,i3 大学進学率,i4 大学学生数・教員数比率―文部省「学校基
本調査」i5 職業訓練受講率―労働省職業訓練局調べ。受講率とは労働力人口に対する職業訓練生数(公共
職業訓練および認定職業訓練の合計)の割合。

i6 訓練生数・指導員数比率―労働省職業訓練局調べ。全国数値を一律に使用した。

i7 各種学校受講率,i8 各種学校生徒数・教員数比率―文部省「学校基本調査」 

C2   雇用機会

i9 求人倍率―労働省「職業安定業務統計」。求人倍率は求人数/求職数。求人数,求職数とも学卒(中学,高
校)と一般の和を用いた。ただし,一般の求人数,求職数は職業安定業務統計から得られる求人数,就職数の
7.92倍とした。

7.92は一般入職者の職業安定機関利用率の逆数(労働省「雇用動向調査」昭和44年)である。

i10 就職率―労働省「職業安定業務統計」。就職率は就職者数/求職者教。 

C3   雇用の安定

i11 失業保険受給資格決定率―労働省「失業保険事業年報」。受給資格決定率は受給資格決定件数/被保
険者数。

i12 失業保険支給終了者数比率―労働省「失業保険事業年報」。支給終了者数比率は支給終了者数/受給
資格決定件数。 

II   労働環境 
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C4   安全衛生

i13 度数率,i14 死傷者1人平均労働損失日数―労働省「労働災害動向調査」。

度数率は延100万労働時間当り死傷者数。なお,35年数値は38年の全国対都道府県別格差を用いて推計し
た。 

C5   労働時間

i17 総実労働時間数,i18 労働時間に占める所定外労働時間の割合―労働省「毎月勤労統計調査」(産業計,
規模30人以上)。 

C6   労使関係の安定

i19 労働組合組織率,i20 労働協約適用率―労働省「労働組合基本調査」,総理府統計局「国勢調査」。組織
率は労働組合員数/雇用労働者数。適用率は労働協約締結可能組合員数に対する労働協約適用組合員数の
比率であるが,全国数値を一律に使用した。

i21 労働争議参加率,i22 労働争議損失日数-労働省「労働争議統計調査」,「労働組合基本調査」。参加率
は労働争議行為参加人員/労働組合員数,損失日数は組合員千人当りの日数である。なお,35年の数値は,37
年の全国対都道府県別格差を用いて推計した。 

III   所得資産 

C8   所得

i31 賃金水準(実質)-労働省「毎月勤労統計」(産業計,規模30人以上),総理府統計局「消費者物価指数」。
現金給与総額を県庁所在都市別消費者物価総合指数(45年基準)により実質化した。

i32 規模別賃金格差-労働省「賃金構造基本統計調査」。賃金格差は,規模10人以上を100とする規模10～
99人の産業計,定期給与の割合。 

C9   資 産

i33 金融資産現在高(実質)―総理府統計局「貯蓄動向調査」,「全国消費実態調査」,「家計調査」。府県
別の勤労者世帯貯蓄現在高を「全国消費実態調査」(44年11月)からとり,これに貯蓄純増(家計調査)を加
減して45年末,40年末の貯蓄現在高を推計し,これを「貯蓄動向調査」のブロック別数値のベースに転換し
た。

35年の数値はi44の年収比と実収入から逆算した。実質化には県庁所在都市別消費者物価総合指数を用い
た(i37,i41,i46も同じ)。

i34 金融資産現在高対年収比-総理府統計局「貯蓄動向調査」,「家計調査」。

「家計調査」による実収入を「貯蓄動向調査」のブロック別数値のベースに転換し,i33の貯蓄現在高を除
して年収比を算出した。35年数値は40年の全国対都道府県別格差を用いて推計した。i35 持家比率,i36 持
家スペース-総理府統計局「国勢調査」。持家スペースは1人あたり畳数。 

IV   私的生活環境 
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C10   住居通勤

i37 通勤費支出(実質)―総理府統計局「家計調査」。1世帯当り定期代支出を実質化した。35年数値は38
年の全国対都道府県別拡差を用いて推計した(i41,i46も同じ)。

i38 通勤混雑度(定期旅客比率)-日本国有鉄道「鉄道統計年報」。国鉄管理局別に定期の輸送入キロの占め
る割合を算出し,最寄の管理局の数値を府県別数値とした。

i39 1人当り住宅スペース-総理府統計局「国勢調査」。住宅スペースは1人当り畳数。

i40 上下水道普及率-厚生省および建設省調べ。上水道と下水道の相加平均。 

C11   健康・安全

i41 保健医療費支出(実質)-総理府統計局「家計調査」。

i42 50才末満死亡率-厚生省「人口動態統計」。

i43 交通事故死傷者数,i44 交通事故の死傷者のうち死亡の占める割合-警察庁調べ。 

C12   余暇

i45 年間余暇時間数-i17の労働時間を開いて年間の非労働時間を推計した。

i46 教養娯楽費支出(実質)-総理府統計局「家計調査」i47 テレビ普及率-普通世帯数(国勢調査)に対するテ
レビ受信契約世帯数(NHK調べ)の割合。

i48 1人当り書籍販売額-統理府統計局「国勢調査」,通産省「商業統計表」。

40年販売額は39年,41年の単純平均。
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4.   主要国の雇用者所得比率の推計資料について
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(1)   雇用者所得の推計

工業および商業における賃金,俸給は,労働力調査,賃金率変動に関する諸調査,失業統計,工業および商業関
係事業所における労働者数および実労働時間数に関する資料とから推計している。鉱業における賃金は
労働省鉱業部局による各月調査から,農業における賃金は労働省の調査から,鉄道については年報の人件費
から,また,公共部門については,予算資料から国家公務員の賃金をとF),地方公務員の賃金については推計に
よって得ている。

Bernonvilleは,以上の賃金・俸給額に大蔵省の公表資料によって推計した国家警察および軍隊の退職年金
および遺族年金と県・市職員,鉄道職員の退職金とを加えて雇用者所得を推計している。

第9表 Krelleの資料による雇用者所得比率
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第10表 統計年報による雇用者所得比率
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(2)   国民所得の推計

国民所得については,上記の雇用者所得の推計値に,財産所得,農業所得,商業および工業の収益ならびに自
由業所得についてそれぞれ推計した値を加えて推計している。

財産所得のうち,動産による所得は,有価証券に関する税務統計と国庫基金,国庫証券の予算に関する資料に
もとづいて算出している。建築物,不動産による所得は,直接税事務所が公表する不動産の標準賃貸価格に
よって推計している。

農業所得は1929年の農業調査によって,家畜飼料として使われる穀物を差し引いた穀物生産物に,家畜生産
高を加え,総生産高を推計し,それ以降の農業所得は,年報によって得ている。

商業および工業の収益は,表示税額実施に関する財政統計
(lesstatistiquesflscalsconcernantlapplicationdelinpotcedulaire,によって推計し,自由業所得については直
接税事務所の商業,荷役業および事務職を除く職業の所得税に関する資料によって推計している。

第11表 Bernonvilleの国民所得推計

第12表 フランスの分配国民所得の推計
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(2)   国民所得の推計
1.   イギリスの雇用者所得比率

イギリスの1860年代から1940年代までの雇用者所得比率は,Phi111sDeaneの推計を使用したクヅネッツ
の資料(注1)によった。
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(2)   国民所得の推計
1.   イギリスの雇用者所得比率
(1)   国民所得の推計

イ Phillis Deaneの推計

DeaneはP「estの推計と政府の「白書」「青書」によって国民所得を推計している。Prestの推計につい
てはJefferyとWalters(注2)による法人企業利益,非利益団体の収入および社会保険料負担の推計によって
修正を加えてある。

ロ Prestの推計(注3)

Prestは賃金所得,中間所得(intermediateincome),地代・利子・利潤所得および免税・脱税分について推計
を行ない,それぞれの推計値を合計して1870年から1914年までの国民所得を推計している(第1表)。

このうち賃金所得については,Bowleyの推計((2),イ参照)をそのまま使用し,中間所得については,1880年と
1911年のBritishAssociationEnqu-iriesの数値と,それに基ずくBowleyの1912年,13年の推計値を使用し,そ
の間の年の中間所得については1880年から1911年までのトレンドを一定として推計し,1870年～80年の
間は,Clarkの主張にもとずいて不変と仮定し,1914年は13年の値に等しいと仮定している。

Prestは地代,利子,利潤所得については,税務統計を使ってかなりめん密な推計をしている。

税務統計上は,A土地および建物の所有による収益,B土地の占有による収益,C国債による収益(profits),D営
業収益および自由業者所得,E役員報酬の5つに分類されている。

このうちAについては,土地,建物の評価換えの年以外の年の所得が過少評価されるので,住居課税統計年報
によって,毎年の推移を出して,Aの値を修正し,これに免税点以下の所得や空屋,修善費などについての修正
を加えている。

Bについては,農業所得が,固定的な地代所得にもとづいて課税されているため,真の利益を反映していない
点を,年年の農業生産額についてのTinbergenの推計値によって修正している。

Cについては,純国民所得を得るため,国内歳入報告書によって国債利子(interest)を得,これを収益(profit)か
らさしひいた。

Dは,課税方法上,さらに,1年前の年間所得に課税されるもの,当該年の年間所得に課税されるもの,過去3年
間の平均年間所得に課税されるものおよび過去5年間の平均年間所得に課税されるものの4種類に分けら
れている。

このうち,過去3年間の平均年間所得に課税されるものとしては,Dの大部分を占める営業所得,自由業者の
所得が含まれる。これらの所得については,まず3カ年移動平均をもとの数値にもどし,税法上の変更につ
いてStampが行なった修正をもとにして修正を加えている。さらに,税法上の損失の生じた場合や利益が
少なかった場合の取扱いや新会社設立や会社解散時の課税方法などを考慮し,こうして得た数字をすべて1
年前にずらして推計している。

また,過去5カ年の平均年間所得に課税するものは,鉱業における所得であるが,これは5カ年平均の数字をも
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との年の所得にもどした上で,Stampの1888年から1915年までの年年の鉱業の所得についての資料によっ
て検定している。

D全体の所得は,以上のように課税方法によって4つに分類された所得の推計を合計して得ている。

Eについては,このうち過去3年の平均年間所得に課税されるものについては,実際に所得のあった年の所得
に修正しなければならないが,この額は,少額にすぎず,未修正でも大きい影響はないと判断して,税務統計
上の数字をそのまま使用している。

最後に,免税や脱税によって税務統計では把握できない所得を推計し,上記で得た数値に加えている。

免税については,Stampによると農業所得に対する課税方法によるものが最も大きい要素であるが,prestの
行なった農業所得の推計は,これをほとんど力ヴァーしている。

脱税については,営業所得に関するものがとくに多いと考えられるが,ことの性質上,推定による以外はない
とし,1864年の申告所得と減価償却費の算定基礎となった所得との差が52％に達していることを例示して,
いかにこの問題が国民所得の推計上重大であるかを指摘している。Prestは,この1864年の調査と,,1880年
と1913年についてBowleyが推計した所得とを使ってトレンドを出し,これによって,税務統計では把握で
きない所得を推計している。

このようにして推計した賃金所得,中間所得,および賃貸料,利子,利潤所得を合計して国民所得を推計して
いるが,この数値についてPrestはつぎのような誤差の存在を認めている。

まず,この数値は,1)慈善事業,病院,共済組合の所得を含んでいないこと,2)農業センサスによる所得とここ
で用いた農業所得との間にわずかながら差があること,3)協同組合の余剰蓄積分が課税されないため除れ
ていること,4)家事使用人等に対する現物給付等が除かれていること,5)生命保険会社の課税方法が所得を
過少評価していること,などは国民所得全体を過少評価する要因となっていることを指摘している。また,
在外兵や船員の所得,在外居住者からの送金が課税対象となっているため,この点では国民所得を過大評価
することとなっていることを指摘し,この過少評価要因と過大評価要因とが相殺して誤差はあまり大きく
ないとしている。
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(2)   国民所得の推計
1.   イギリスの雇用者所得比率
(2)   雇用者所得の推計

Deaneは,下記のBowleyとChapmanの推計によって雇用者所得を推計している。

第1表 Prestの国民所得推計
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第2表 Bowleyの賃金額についての推計
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イ Bowleyの推計

(注4)Bowleyは,商務省の推計を使って賃金率指数を作成し,休日や病気による欠勤が年に6週間あり,就業
人口の10％が平均賃金率の約半分を稼得する臨時雇用者であると仮定して,この指数に修正を加えてい
る。賃金総額は,この修正を加えた指数と1886年の賃金センサスによる賃金額に商業における賃金額を加
えた数値とを乗じて推計している( 第2表 )。

ロ Chapmanの推計

(注5)Chapmanは,産業別に賃金俸給を推計し,それを合計して全体の賃金俸給額を推計しているが,推計の
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原則は以下のとおりである。

(イ)チップ,サブジョップによる収入等は理論的には含めるべきだが資料がないため含まれていな
い。 

(ロ)ガス産業のように利益分配金の資料が得られるものについては,ボーナスの一種と認めて含めて
いる。 

(ハ)会社取締役等の役員に対する報酬は,労務提供分と利潤配分の分との判別が困難なこと,税法上労
務所得として一括して課税されていること,税務統計にもとづく国民所得白書でも俸給としてあつか
われていることなどの理由により,賃金俸給の中に含めている。(なお,上記のPrestの国民所得推計で
は役員報酬は,地代・利子・利潤所得に含まれている。) 

(ニ)現物給付については,宿舎,石炭,制服,私的年金の使用者負担分などは含まれているが,強制社会保
険の使用者負担分は含まれていない。

なお,現物給付の金額換算は使用者が実際に支払った額によっている。 

(ホ)軍隊については,現物給付のうち,衣料,食料は含まれるが,宿舎,医療は含まれない。また年金につ
いては,退役軍人年金は含まれるが,戦争による傷病年金や寡婦年金は含まれていない。 

第3表 Chapmanの賃金・俸給額の推移
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Chapmanは,以上のような原則にたって,産業別賃金を推計している。

以下では,主な産業についてChapmanの推計方法を紹介することとする。

農業における賃金の推計方法は,1931年の人口センサスを「農業収益」に報告されている農業労働者数に
よって修正して農業労働者数を得,農業省報告による週平均賃金と年間稼動週数を仮定して,この三要素を
乗じて賃金額を推計している。

林業における賃金俸給については,1921年と31年の人口センサスとによりトレンドをだして林業労働者数
をだし,平均賃金額は,資料がないため,男子労働者の割合が大きいことを考慮して,農業における賃金より
10％高いと仮定して推計している。

昭和47年 労働経済の分析



石炭鉱業における賃金については,鉱業大臣の報告があるが,これに,石炭や宿舎などの現物給付の額および
俸給総額の推計を加えて推計している。

製造業および建設業における賃金俸給額については生産センサスによる賃金支払額をもとに,年平均賃金
所得額をだし,人口センサスと生産センサスとから雇用者数を推計し,1924,30,35年の賃金支払総額を推計
し,その他の年については雇用と賃金率に関する資料によって推計している。なお,生産センサスには俸給
についての資料がないため,年平均俸給額はMamleyとCampionの研究によって得,俸給稼得者数について
は,生産センサスに基づき,賃金労働者の一定割合として算出し,俸給額を推計している。

電気・ガス・水道業については,雇用者数を生産センサスから,賃金額を1935年の生産センサスによる年平
均賃金とRamsbottomの賃金率指数とから,俸給額をMarleyとCampionの研究からとって推計している。

運輸・通信業については,鉄道,バス,その他陸上運送,海運,港湾サービス,郵便・電信・電話,倉庫の7業種に
分けて推計している。

金融・保険業については,人口センサスおよび失業保険統計によって雇用者数を推計し,俸給はMarleyと
Campionの研究から,また賃金については大まかな推定により,賃金俸給額を推計している。

また,郵便貯蓄銀行での俸給は,郵政費勘定から直接に得ることができ,また雇用者数については郵政省の推
計がある。

Chapmanは,以上のほか,漁業,公務,サービス業等についての賃金俸給額を推計しているが,その結果は,第3
表に示されるとおりである。

Deaneは以上のようにして得た国民所得と雇用者所得とにより雇用者所得比率を推計している(第4表)。

第4表 Deaneによる雇用者所得の推計
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(2)   国民所得の推計
2.   アメリカの雇用者所得比率

アメリカの雇用者所得比率は,Kravisの資料(注6)によった(第5表)。この資料は,1900-09年から1930-39年
の数値はJohnsonの推計により,1929-39年から1949-57年の数値は,商務省の国民所得統計( 第8表 )によっ
ている。

第5表 Kravisの資料による雇用者所得比率

Johnsonの推計(注7)

Johnsonの推計は,第7表に示されている商務省,Kuznets,King,Martinの資料にもとづいている。

1910年-28年の間の農業所得については,農業経済局の推計を使っている。

法人所得は,国家工業会議局によって発行されている税引後の純所得の数値に法人税を加えて推計し,賃
金・俸給・農業以外の個人業主所得および賃貸料所得はK画etsの推計によっている。
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利子所得についてのKuznetsの推計は,商務省の推計よりもかなり低い(たとえば1929-33年の利子所得に
ついての商務省の推計値は,Kuznetsの推計値の2倍強となっている)。このため,Johnsonは,商務省の推計
とKuznetsの利子所得の推計とを接続させるため,この1929-33年における両推計の関係を基準として
Kuznetsの推計を修正している。さらに,1909-18年についてはKingの推計を,1899-1908年については
Martinの推計を同様の方法で修正して使用している。

第6表 Johnsonによる分配国民所得の推計

第7表 Johnsonが推計に使用した分配国民所得の推計
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第8表 アメリカの国民所得統計
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(2)   国民所得の推計
3.   西ドイツの雇用者所得比率

西ドイツの雇用者所得比率は,Krelleの資料(注9)によった。Krelleの資料は,国民所得統計によっているが,
分母に国民所得でなく国民所得から海外での所得を差し引いた国内所得を使っており,また,1939年以前に
ついては領土調整前の数値を使っている(第9表)。このため,1959年の「統計年報」による雇用者所得比率
とは違った値となっている(第10表)。

なお,1939年以前の国民所得統計は,1950年以降と定義が,やや異なるため,厳密には接続しない。

国民所得統計は,雇用者所得については,賃金・俸給,公的社会保障への使用者負担分のほか,労働者募集費
が含まれ,使用者の生活補助的支出や民間の保険に対する使用者の追加的負担は含まれていない。
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(2)   国民所得の推計
4.   フランスの雇用者所得比率

フランスの雇用者所得比率はBernonvilleの推計(注10)のによる。
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5.   所得分布の均等度尺度について
1.   ローレンツ曲線

所得分布の均等度の測定方法のーつとしてローレンツ曲線(Lorenzcurve)による方法がある。

ローレンツ曲線とは第1図における弓形の曲線のことである。

第1図において横軸は,所得人員の累積構成比(最低所得者から最高所得者に至る所得人員の百分率の累積
である)を表わし0％から100％までの数値をとる。

第1図 ローレンツ曲線(y)とパレート係数(α)

縦軸はこの所得人員の所有する所得金額の累積構成比(最低所得者から最高所得者に至る所得金額の百分
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率の累積である)を表わし,同じくO％から100％までの数値をとる。

もし所得が完全に均等に分配されていると,累積した所得人員の割合と累積した所得金額の割合は常に一
致し,ローレンツ曲線は45度の勾配を有する直線となる。この直線のことを均等線という。

たとえば,第1図のA点は,全所得人員中の40％の人が有する所得金額が全体の40％であることを示してい
る。

B点は40％の人が有する所得金額の割合が14％であることを示している。

すなわち実際の所得分布に基づき画いたローレンツ曲線が均等線から離れれば離れるほど所得分配が不
均等であることを示すことになる。
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5.   所得分布の均等度尺度について
2.   ジニ係数とパレート係数

所得分布の均等度を示す尺度として,ローレンツ曲線による場合には,ジニ係数とパレート係数が考えられ
る。

ジニ係数とは,第1図における直角二等辺三角形OCDの面積に対する黒くぬりつぶした部分の面積(均等線
とローレンツ曲線に囲まれた部分の面積)の比である。

したがってローレンツ曲線が均等線から離れるほど,つまり不均等度が高まるほどジニ係数は大きくなる
ことになる。

このようにローレンツ曲線の曲がり方によりジニ係数は変化することになるが,その曲がり方の程度を
ローレンツ曲線で次式のように表現し,そのベキ数αで表現することもできる。

y＝Xa……1)

ここでy:所得金額の累積構成比(0≦x≦1)

X:所得人員の累積構成比(0≦y≦1)

である。

このローレンツ曲線のベキ数αのことをパレート係数とした。1)式はαが1のとき45度の勾配を有する直
線すなわち均等線となり,αが大きくなるほどローレンツ曲線は均等線から離れることとなる。
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5.   所得分布の均等度尺度について
3.   パレート係数と均等度

第1表 10,000円の分け方と所得格差

第2図 ケース別ローレンツ曲線
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パレート係数と均等度の関係をよりわかり易くするため次のような仮説例を設けた。すなわち10,000円
を5人(または五分位階級の各階級)に分ける場合を,第1表の3つの分け方についてパレート係数を計算して
みると次のようになる。なおこの場合のローレンツ曲線は第2図のとおりである。
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5.   所得分布の均等度尺度について
4.   所得階級別にみた均等度の試算

本文にもあるように賃金分布は長期的に改善されてきているが,その改善のされ方を所得階級別ジニ係数
によりみると,次のようになる。

すなわち労働者を所得額の多少によって五分位階級に分け,所得階級別ジニ係数を38年と46年の両年につ
いて計算してみると,いずれの階級でも38年から46年にかけて均等度は改善されている。

たとえば,第1・五分位階級までのジニ係数は38年の0.664から46年には0.644に改善され,第5・五分位階級
までのジニ係数(これが普通いわれているジニ係数である)は,0.210から0.201に改善されている。

しかし,両年とも,より高い所得を有する階級に属する人を加えて試算した場合のジニ係数の方が小さく
なっているなどの点もみうけられる。

第2表 所得階級別ジニ係数
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6.   欧米諸国における労使コミュニケーション,参加について

欧米諸国においては,労使関係の基盤となる労働組合が全国的規模で産業別職業別に組織されるのが一般
的であり,労使交渉はもとより,労使コミュニケーション,参加についても,企業内にとどまらず広く地域,全
国などの段階で行なわれる場合が多い。以下,その状況を各国政府の資料等によってみてみよう。 
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6.   欧米諸国における労使コミュニケーション,参加について
1.   戦後の傾向
(1)   すすむ全国段階のコミュニケーション,参加

戦後の各国の経済政策運営を通じてみられる特色は,社会福祉国家の実現と完全雇用の達成,維持との二点
に要約されようが,このような政策目標の実現にあたって,経済,社会問題に関して大きな影響力をもつ労働
組合が,労働条件,労働者生活など,労働者の仕事,生活に直接つながる事項をはじめ,産業政策,福祉政策など
関連する幅広い問題について政府,使用者と,広い視野に立って率直な意見を交換をし,意向を反映させるこ
との重要性が各国で認識されるようになった。

ILOの113号勧告(1960年)は,「各国の政府,労使団体は相互に効果的な協議,協力を促進するため,産業的全
国的規模において,国内事情に適した措置をとるべきこと」をのべている。

各国で行なわれている全国段階での労使コミュニケーション,参加の実態を経済社会政策に関するものを
中心にその内容からみると,およそ次の三つに分けることができよう。

第一は,広く国の産業政策立案過程でみられる労働組合,労働者代表の参画である。フランスは戦後6次に
わたり経済計画を策定し,誘導的な協調経済の運営を行なっているが,真の福祉とは社会のあらゆる構成員
が望まLい形で社会に参加することであるという理念のもとに,計画策定段階で,経済運営の基本的方向に
ついて国民的合意の成立をみることを前提としている。

このように,経済運営のあり方について労働組合の参加が行なわれる点では,イギリスの国民経済開発審議
会,オランダの社会経済評議会なども,同様の機能を果たすものといえる。

第二は,労働力問題をめぐる政策への,労働組合の意向の反映である。スウェーデンでは,生産の側面からみ
た人的資源の活用と,国民の生活の側面からみた労働者福祉充実とを,福祉経済の実現という視点てとらえ
た積極的労働力政策の樹立,推進に,労働組合の考えが大きな影響を及ぼしているといわれる。また,西ドイ
ツの労働組合は,労働者の労働能力を高め生活を向上させる目的で教育,訓練のあり方に意向を反映させる
ため継続的な努力をしており,イギリスでも剰員問題,職業訓練問題などについて同様の動きがみられる。

第三は,所得問題をめぐる政策への,労働組合の意向の反映である。物価安定,国際収支の改善などを直接の
目的として,説得的誘導的な手段で各種所得の伸びの抑制をはかるいわゆる所得政策が欧米各国で実施さ
れ,あるいはその導入が検討されている現状にあるが,1950年代のオランダを除けば,導入された場合でも
その効果は一般に短期的,一時的な範囲にとどまっている。しかし,所得政策の効果,その導入の可否などに
ついては,アメリカ,イギリスをはじめ各国とも試行錯誤を重ねつつも政府,労使間の意思の疏通をはかる努
力が行なわれている。

また,最近では,西ドイツ,オランダなどで所得分配の社会的公正を確保し,名目所得のインフレ的上昇に対
処する方策の一つとして,国,労使各側負担による勤労者財産形成制度の広範な推進が労働組合によって主
張されるという動きがみられる。とくに西ドイツでは,社会の生産的資産の蓄積と勤労者の財産形成が結
びつくという目標実現について,ほぼ国民的合意が成立したといわれている。

財産形成による所有参加の問題は,本来個別労働者に関する事柄であって,集団的な労使関係のわく組みの
外に位置するものではあるが,財産形成制度のあり方が,所得分配の公正維持や,生活安定など福祉充実の視
点からとりあげられ,全国段階で広く国民経済的見地から関係者間で意向の相互反映をみていることは注
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目されよう。

ところで,全国段階,産業段階における労使の意思疏通,政策への意向の反映がこのように行なわれている背
景としては,各国を通じて1)比較的労働組合の組織率が高いこと,2)労働組合の全国規模,産業規模での連帯
が強いこと,ある程度の労働市場支配力があること,3)慣行として労使の中央交渉,全国的規模での交渉が行
なわれてきたこと,4)労働組合と政党との意見の一致がみられること,5)労働組合の果たすべき役割につい
てある程度共通する認識,期待が政府,使用者側にもあること,6)当事者のコミュニケーション,参加のため
の能力がすぐれていること,などの事情が存在することも見逃せないであろう
(J.BARBASHTTradeUnionandNationalEconomic!)o11cy,1972,pp167～171)。
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6.   欧米諸国における労使コミュニケーション,参加について
1.   戦後の傾向
(2)   認識の深まる企業労使の意思疏通

以上にみた全国的規模での労使コミュニケーション,参加のほかに,最近,企業段階での労使の意思疏通の重
要性が改めて認識されるようになってきた。

国民福祉の充実,完全雇用の達成など,戦後の欧米各国における経済社会政策の目標は,技術進歩,持続的経
済成長の下で,ほぼ共通して実現をみたといえようが,反面,企業の生産的側面では生産規模の拡大化,複雑
化を通じて労働態様の変化をもたらし,また労働者生活の側面では,意識の多様化人間疎外の問題が発生す
るなど,欧米各国に従来一般的であった労使関係,労使交渉のわく組みによるのみでは,十分に対応し得ない
ような事情が生じている。

ILOは,1960年の勧告に引続き,67年には,「企業内における経営者と労働者との間のコミュニケーションに
関する勧告」(129号)を採択し,各国関係者は「企業の能率及び労働者の向上心の双方にとって好ましい企
業内における相互の理解及び信頼の雰囲気の重要性」を認識すべきであるとのべている。

欧米諸国には,法律あるいは労使協定に基づいた企業段階での労使コミュニケーション,参加の場が設けら
れており,その運用についても長年にわたる経験がつみ重ねられている。しかし,近年生産性協定,ウエイ
ジ,ドリフトなどの交渉や山猫ストの発生など,企業段階での労使関係のあり方に新たな側面がみられるよ
うになった事情から,西ドイツにおける経営組織法の改正(1971年)をはじめ,各国とも企業段階での労使コ
ミュニケーション,参加を促進することについて,関係者が種種の努力を重ねる傾向が生じてきている。

以下,国別の事情をみてみよう。
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6.   欧米諸国における労使コミュニケーション,参加について
2.   イギリス

イギリスでは,長年の労使関係を通じて,産業自治の原則が労使間に確立されており,労使コミ=ニケーショ
ン,参加も法律の規定等に基づかず,自然発生的に,あるいは政府の勧奨を契機として,労使間の慣行,協定に
より行なわれてきたという特色がみられる。

また,戦後,保守党,労働党の二大政党が交互に政権を担当したことによって,TUCを頂点とし,産業別職業別
に組織される労働組合の意向が各方面へ反映されるチャンネルがひらけていたという事情もみられる。
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6.   欧米諸国における労使コミュニケーション,参加について
2.   イギリス
(1)   ホイットレー協議会からNEDCへ

まず,全国的規模のものについてみると,長い歴史があり,労使の協約に基づいて設置されているものとし
て,全国合同産業協議会(NationaIJointIndustrialCouncil),合同協議機関(Machineryforjointconsultation)と
がある。全国合同産業協議会は,第1次大戦後政府が労使協議の指針として打出したいわゆるホイットレー
協議会方式(注)に端を発するもので,産業別に全国単位で設置され,労使同数の代表が,労働条件,紛争解決,
生産方法等を含む産業全般にわたる問題について調査,研究協議などを行なうこととしている。戦前には,
その普及がすすまず,ある時期には協議会数が減少するなどの傾向もみられたが,戦後は大幅な増加が続
き,1960年代には約200の協議会が設置されるに至った。

なお,これらの協議会には,地域単位に下部機関として地方協議会が設けられ,地域段階での協議,協議会決
定事項の履行確認などの機能を果たしている。

(注)労使関係の円滑化のための方策を調査研究するため1916年下院議長ホイットレーを長として設置された王立委員会が設置を
提言した労使協議機関。その内容は産業別に,全国,地域,企業段階ごとの労使協議の場を設け,各段階における労使の意思の疏通,意
向の反映をはかろうとするものであった。

これらの協議会は,経営生産事項のほか団体交渉,事項についても対象とする場合が多く,したがって労使協
議と団体交渉の中間的性格を有するものといえるが,これはホイットレー協議会方式の提唱された戦前に
おいて団体交渉が十分発達していなかった公共部門で同方式が数多く採用され定着をみたことなどが背
景にあるといえよう。

これに対して,同方式よりさらに一般にイギリスで現在普及をみている合同協議機関は,労使が協議を行な
うための場として団体交渉機関とは別に設置されるのが通例となっている。たとえば電力産業について
みると,団体交渉の場として全国合同産業協議会(NationalJointJndustrialCouncil)が設けられているが,こ
れとは別に専ら労使協議を行なう場として全国合同諮問協議会(NationalJointAdvisoryCoucil)が1949年の
労使協約によって設置されており,安全,衛生,技能等の事項について常設的な場で労使の協議が行なわれて
いる。

なお,ホイットレー協議会方式の場合と同様に合同協議機関についても,全国段階のほか,地域,企業の段階
でも協議の場が設けられている。上述の電力産業についてみれば,地区段階でおよそ500の地区諮問委員
会が存在している。

以上にみた,歴史的背景のもとに労使の協約に基づいて産業別に設けられた労使協議の場のほかに,1960年
代にはいると,産業横断的な幅広い段階で労使コミュニケーション,参加がすすめられる機運が生じてき
た。

戦後のイギリス経済は,低成長と慢性的な国際収支の悪化という問題を常にはらんでいたが,このような事
態を改善し,計画的に長期経済成長を達成する目的から,政府は1962年に国民経済開発審議会(NEDC)を発
足させた。NEDCは,政府,労使および学識経験者の代表からなり,重要な産業労働政策を含む広範な経済政
策の樹立,推進について,国民的合意を形成する場としてかなりな程度の機能を果たした。
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もつとも,NEDCに引き続いて,所得政策の推進を目的として設けられた国民所得委員会(NIC,1963年発足)
は,労働組合の反対等から労使代表が参加せず,所期の効果をあげないまま設置の翌年には解散されること
になるなど,問題によっては,コミュニケーション,参加の場や意志決定の場の設置にかかわらず,必ずしも
政府労使など関係者の合意が成立しないという限界もみられる。

そのほか,産業別に設けられている職業訓練会議では,職業訓練に関する実務を処理するという本来の活動
をこえて,国民経済的見地から,将来必要とされる技能労働力の養成について労使の意見が交換されるなど
の動きもみられた。
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企業,事業所段階のコミュニケーション,参加の場としてはホイットレー協議会,合同協議機関の産業別全国
組織の下部機関として企業,事業所内に設けられた協議の仕組みが多数存在するが,そのほか長い伝統をも
つものとして,職場委員制度がある。

職場委員は,企業,事業所段階における労働者の意向のとりまとめなど,労使コミュニケーション,参加や団
体交渉等に重要な役割りを果たしているが,近年その機能をめぐって種種の問題が発生している。

近年イギリスでは技術進歩とそれに伴う労働態様の変化,労働力不足下での現場労働者の意識の変化,政府
の賃金抑制策のなかでの例外規定のあり方などを背景として,事業所段階での賃金決定,労使関係などに問
題が多発し,それに伴って,しばしば山猫スト(非公認スト)が生ずる傾向がみられるようになっている(昭和
45年労働経済の分析参考資料4参照)。

このような動きに伴って,企業,事業所段階における労使の間の意思疏通,組合役員,職場委員代表(senior
shop stewa ds)と職場委員,個別労働者との間の意思疏通など円滑化をはかることが重要視されるように
なっている。

1971年8月に成立した労使関係法は,現在イギリスが直面している労使関係上の諸問題の根本的解決をは
かろうとするものであるが,同法の準則は,企業,事業所段階におけるコミュニケーション,参加の必要性に
ついてふれ,その具体的なあり方について詳細にのべている。

第1表 イギリスのストライキの状況
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西ドイツの労働組合は,主として産業別に組織され,団体交渉はもとより労使の意思疏通もふつう産業段階
で従来行なわれ,企業段階では産業段階で締結された協定を上回る内容についての労使交渉や,経営組織法
に基づく労使協議,共同決定が行なわれてきた。
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(1)   「協調のとれた行動」のための動き

一貫した自由市場経済の原則のもとに順調な発展を続けてきた西ドイツも,1960年代後半には成長の鈍化,
生産コストや物価の上昇などの問題に直面するようになり,経済運営について国民的段階での政府,労使の
意思疏通の重要性が認識されはじめた。

エアハルト政権下で67年に成立をみた「経済安定,成長促進法」は,経済の安定的成長を達成するため,連邦
政府の機能,権限を強化しつつ弾力的計画的な経,済政策の運用をはかろうとするものであるが,同法の規定
で全国段階の労使コミュニケーション,参加に新しい途が開かれた。

経済安定,成長促進法は,政府が毎年議会に経済報告を行なうこと,地方公共団体,労使団体の同時に相互に
同意した措置(協調のとれた行動)のための指針資料を提供すること,などを定めているが,これに基づいて,
「協調のとれた行動のための懇談会」が全国段階での話し合いの場として設置された。懇談会は,60年代
後半の景気後退期とそれに続く回復過程とにあたって,経済運営に関する政府,地方自治体,労使各側の合意
形成にある程度の機能を果たしたとみられる。

産業段階で従来労働組合が意向の反映をはかつてきた事柄としては,労使から成る職業訓練会議などの場
を通じて,労働者の職業能力を高め,生活を向上させることを目的として種種の主張や行動をとってきた点
をあげることができよう。戦前の恐慌,戦後のインフレなどを通ずる経験から,労働組合は物価の安定と並
んで,雇用の確保に強い指向をもっているといわれる。
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(2)   企業労使の共同決定

企業段階における労使コミュニケーション,参加の場として一般的なものは,経営組織法(1951年制定,71年
改正)に基づいて広く民間企業に設置されている経営協議会である。協議会は従業員5人以上の企業に設
置されることとなっており,社会的案件(就業時間帯の決定,福利厚生施設の管理等),人事的案件(大量採用,
解雇等),経済的案件(従業員に重大な影響を及ぼす事業規模の変更,企業合併等)などについて従業員代表が
使用者と協議し,決定事項については共同決定を行なうこととなっている(注)。

経営協議会を通じる労使コミュニケーション,参加については,その機能が必ずしも十分なものとはいえな
いとしても,戦後の混乱期を経験した労働者は一般的に雇用,職業の安定に強い関心を示し経営協議会にそ
のような指向の実現を期待すること,経営協議会委員は概して在任期間が長く,使用者側との意思疏通がし
やすいような人的つながりができていること,などの背景もあって,一般に労使コミュニケーションは円滑
にすすめられ労使関係の安定にかなり役立つたといわれている(A.シュトウルムタール「工場委員会～職
場組織の国際比較～」)。

経営組織法では,株式会社については経営協議会のほか労働者側監査役の選出を定めているが,これらの監
査役は,石炭鉄鋼業における場合と同様,監査役会における共同決定に参加することとなっている。

なお,公務員についても民間企業に比べればかなりの制限はみられるもの,職員代表法によって参加,共同決
定を行なうことができるなど,コミュニケーションのチャンネルが開かれている。

(注)石炭および鉄鋼業については,別途に共同決定法が適用される。この場合,協議,共同決定に関する労働者代表の発言権は,経営
組織法の場合に比べ,より強くなっている。
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(3)   財産所有への参加

以上のような集団的労使関係のわく組みの中での労使コミュニケーション,参加のほか,個別労働者の財産
所有への参加についても,その実態をみてみよう。

西ドイツでは,勤労者が財産取得によって生活基盤を安定させ,社会の真に責任ある一員として参加できる
ようにするという発想のもとに,1950年代後半以降,財産形成政策が推進されているが,現在までの動きは
およそ三つの時期に分けられよう。

第1期は,勤労者の貯蓄意欲を刺激する一連の施策がとられた1950年代である。持家奨励のための割増金
給付をねらいとする住宅建設割増金法(1952年)をはじめ,住宅取得,貯蓄奨励のための一連の法律が制定さ
れた。また,フォルクスワーゲンのように連邦政府の所有する工業的企業の株式を勤労者を対象として公
開するなどの処置もとられた。

第2期は,さらに体系的な勤労者の財産形成策がとられるようになった1960年代である。勤労者に貯蓄能
力を付与する施策として勤労者財産形成法が1961年に制定された(65年改正)。同法は,使用者が労働者に
賃金以外にも付加的に財産形成給付を支給する場合,政府が労使に対して優遇措置をとることを定めてい
る。改正法によって優遇措置を受けることになった労働者数は,65年の220万人から69年には570万人へと
大幅に増加した。

しかし,同法には制度上種種の問題があり,本来貯蓄余力のあるものの貯蓄の助成をするにすぎないとの批
判が生じたことなどから労働組合側の協力が得られないまま,改正法本来のねらいは失敗したといわれ
る。

第3期は,このような経験に徴して65年法をさらに改正し第3次財産形成法による推進をはかることとした
1970年以降現在までである。1970年改正法以降の財産形成制度の普及は著しいが,その理由としては,ま
ず,助成の実効がきわめて高くなったことがあげられる。建設業労働組合の例示的計算によると,建設労働
者が年間624マルク(うち使用者給付552マルク,自己積立72マルク)の財産形成貯蓄を6カ年継続すると,7年
目には利子,連邦の助成金等を加え7,461マルクが還元されることになるという。

また,労働組合の財産形成制度に対する認識の変化も見逃せない。1960年代後半の不況期や,その後景気の
回復過程でみられた物価上昇などを通じて,名目賃金の引上げを要求するだけでは,労動者の実質的な生活
水準の向上をはかるのには限度があるという考えが労働組合に芽ばえ,それが広く浸透するようになっ
た。

このように1970年の改正法は,貯蓄能力の少い勤労者に財産形式能力を与えるという本来のねらいをはじ
めて有効に実現1-たものとして高く評価された。

しかし,最近では,このような状態をさらに発展させ,財産形成政策の窮極的な目標を,社会正義にかなった,
すなわち社会的に公正な財産分配の実現におき,そのような目標の達成のためには,単なる持家や貯蓄の奨
励は不十分であって,今後すすめられる生産的な資産の蓄積と勤労者の財産形成とが結びつかなければな
らないとする考え方が一般化するようになった。

すでに1970年の法改正の折に,野党(CDU,CSU)から対案として提出された「生産的資産への勤労者の参加

昭和47年 労働経済の分析



及びなかんずく中企業の資本構成の改善に関する法律案」は,このような考えをはらんだものであった。
一方,与党(SPD),労働組合(DGB)も新しい財産形成構想を打出ずなどの動きがあり,さらに1971年には,財産
分配の社会的不公正を是正し生産的資産への労働者の参加を促進することを内容とする新財産形成政策
の推進をはかることについて閣議決定が行なわれるなど,財産形成政策の今後の目標については,ほぼナ
ショナル,コンセンサスが形成されたということができよう。

第2表 西ドイツ第3次財産形成法による被優遇労働者数
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フランスの労働組合は,イギリス,西ドイツと異なり,左派を中心とするCGT,民主路線を標榜するCFDT,社会
主義を掲げるFOなど,三大組織に分れているという特色がある。

そのため,労使交渉,協議は,一般に多極化しており,また政党と労働組合の結びつきが強いが,反面誘導的な
計画経済の仕組みの中で,広く国民的合意を成立させる場が設けられているなど,他の諸国にみられない特
徴もある。
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全国段階のコミュニケーション,参加の場としては,経済社会審議会,経済計画庁(いずれも1946年設置)や労
働協約最高委員会(1950年設置)などの委員として意思疏通,協議決定などを行なうものがある。

経済社会審議会は,定員205名のうち労働組合代表が60名を占め,企業内労働組合活動,企業集中等の問題に
ついて政府に意見をのべるなど経済,社会政策に関する政府の諮問機関として活発な動きを示している。

政府は,福祉実現のためには,国民各層の参加が不可欠であるという考えのもとに1946年の第1次計画発足
以来,計画策定段階で広く国民各層から計画委員としての参加を求め,計画の理念,運営の方向について策定
の段階で国民的合意の成立をはかり,協調のある経済運営をはかることとしている。

経済,社会問題の複雑化,大規模化を反映して近年の計画策定段階での委員数は大幅に増加する傾向にあり,
第5次計画(1966～70年)には,産業開発の社会的側面(労働力の質的開発)について労働組合側の主張が織込
まれるなどの動きがみられた。

労働協約最高委員会は,法定最低賃金の決定等に関する政府の諮問機関であるが,最低賃金決定の根拠とな
る生計費資料の判断などをめぐって,労使の意思疏思が従来行なわれてきた。

第3表 フランス経済計画に参加した委員数
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(2)   拡充される企業内労使協議の場

企業内における労使協議の場としては,経営協議会,被用者代表委員会などがある。

経営協議会は,1945年法に基づいて規模50人以上の企業に設置が義務づけられ,企業の業績等の経営的事
項,作業改善等の生産的事項,福利厚生,就業時間帯の設定等の社会的事項などについて労使代表による協議
が行なわれる。1966年には法改正によって協議の場がさらに拡充された。

被用者代表委員会は,1946年法に基づいて規模10人以上の企業に設置されており,従業員の配置,処遇など
人事的事項について労使協議が行なわれるほか,規模50人未満の企業にあっては経営協議会の機能の一部
を代行することとなっている。
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4.   フランス
(3)   利益参加

フランスの利潤分配制度は,1959年に法制化された。労働者の利益参加によって労使協調をはかり,労働者
の勤労意欲向上と企業の生産的投資の刺激を併せてはかろうとするのは,ドゴール大統領のイニシアチブ
に基づくものと一般にいわれている。

現行の1967年法によると,規模100人以上の民間企業では義務的に,またそれ以下の規模の企業では任意的
に,労使協定または経営協議会における合意に基づいて利益参加をとりきめることとなっており,一定の要
件を満たすとりきめには税制上の優遇措置がとられる。

この制度の評価については,部分的な利点を認めつつも全面的な効果については疑問をもつ向きが労使双
方にあり,西ドイツにみられるような,今後の制度発展の方向について国民的合意が形成された段階にある
とは認めがたい。しかし,1971年現在,欠損企業等を除き強制適用対象企業のおよそ三分の二に普及をみて
おり,制度導入や利益の分配方法をめぐって労使間のコミュニケーション,参加の機運をさかんさせる効果
があったとみられている。
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5.   オランダ,北欧諸国

オランダ,北欧諸国を通じて労使の中央組織の統制力が強く,一般に中央交渉がさかんに行なわれているという事情がみ
られる。

また,戦前から,社会,労働問題に関心の深い政権が種種の施策を講じてきたこと,戦時中から戦後の復興過程において労
使の協議,協力の有効性の共通認識が成立したことなどを背景にして,戦後の福祉国家実現にあたって,労使コミュニ
ケーション,参加の必要性が重視されるようになっている。

スウェーデンでは,長い伝統に基づく労使の中央交渉,協議がさかんに行なわれているが,協議の内容が単に賃金等の労
働条件にとどまらず,積極的な労働力の活用への指向をはじめ,広く産業労働問題全般にわたっているという特色がみら
れる。

とくに,福祉経済,完全雇用の実現という目標が達成のため,広範な積極的労働力政策を推進するにあたって,ある程度労
働市場の支配力を有する労働組合の意向の反映が必要とされた。

デンマークでも,産業別全国段階の労使交渉が一般的であるが,1962年には,経済問題全般を取り扱う諮問的機関として,
労使,中立各側委員から成る経済審議会が設置された。

オランダでは,大戦後国家的賃金決定制度が導入されたが,それに伴って中央労使協議会,社会経済評議会などの組織が
設けられた。中央労使協議会(労使二者構成)は,主として賃金問題に関与するが,社会経済評議会(労使中立三者構成)は,
賃金,労働問題を含め経済問題全般について協議し,必要があれば政府に勧告することができることとなっている。

このような全国,産業段階における労使協議の場のほかに,近年,企業経営への労働者参加をはかる動きもみられるよう
になった。

スウェーデンでは,かねて労働組合が,企業経営への参加を主張していたが,1973年4月から施行された施行された法律に
より,規模100人以上の企業について,労働組合が要求する場合,従業員代表2名を企業の役員会議に出席させることが義
務づけられることとなった。

そのほか,財産形成制度についても,オランダで1973年から勤労者の持家促進をねらいとした新たな貯蓄制度が行なわ
れるようになり,デンマークでも労働者の資本参加への動きがみられる。

欧米諸国における労使コミュニケション,参加関連事項年表
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6.   アメリカ

アメリカでは,労使関係の処理は,団体交渉と個別労働者の苦情処理を中心として行なわれ,各段階での労使
協議,参加の場が西欧諸国におけるように社会制度,慣行の中に組み込まれているという事情はあまりみら
れない。

このような動きの背景としては,使用者側が経営権の不可侵を主張すると同時に労働組合側も労使協議よ
り団体交渉の拡大化,協約内容の充実を選好したこと,従来アメリカでは労務管理ないし人間関係管理がさ
かんに研究され,労使間の問題の解決の多くが,それに委ねられるという傾向があったこと,戦前のいわゆる
カンパニー・ユニオン(御用化した会社別組合)のイメージの忌避が強かったこと,などがあげられよう。

しかし,1960年代にはいると,社会,経済情勢の変化に伴って全国段階での労使協議の必要性について各方
面の認識が深まるようになった。1961年にケネデイ大統領によって設けられた労使関係諮問委員会は,公
労使各側委員によって生産性向上の国家政策を立案する全国段階での労使協議の場である。

また1970年には生産性向上,物価安定の方法について研究する大統領諮問機関としての全国生産性委員会
(公労使三者構成)が設置された。さらに71年には,国際収支の悪化や大幅な物価上昇等に対処するため,ニ
クソン政権によって緊急経済対策が実施されたが,それに伴って賃金委員会等,政府労使各側委員から成る
諮問的機関が設けられるなどの動きがみられる。

アメリカ労働者が主要協約を分析した資料によると,企業,業種段階の労使協議については,技術進歩,福利
厚生などに関連する問題が中心となっている傾向がみられる。

第4表 アメリカの労使協議1)
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また,利潤を安定的に労働者に分配することにより労使協力の実をあげようとする試みが企業段階で広く
行なわれている。利潤分配制の中心となるのは,スキャロン・プラン(売上金または生産高を基準として利
潤分配額を決定する),ラッカー・プラン(付加価値を基準とする)などであるが,実際の利潤分配制は,各種の
基金制度,積立制度等と連結して運用されている場合が多く,その実態は複雑である。

欧米諸国における労使コミュニケーション,参加関連事項年表
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